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Abstract

　The　major　characteristics　and　three　roles　of　a

“corporate　university”are　summarized　in　the

first　part　of　this　article．　The　three　roles　are：（1）

human　resource　development，（2）marketing　and

（3）organizational　change　functions．　The　case　of

Deutsche　Bank　University（DBU）is　introduced

in　the　second　part　of　this　article　as　an　example

of　corporate　university，　particularly　regarding

the　function　of　organizational　change．　Faced

with　increasing　intemational　competit三〇n　and

organizational　integration　from　institutions　such

as　Bankers　Trust，　Deutsche　Bank　established

DBU　and　commenced　an　executlve　tramlng

program　called“Spokesman’s　Challenge．”During

the　planning　and　execution　of　this　program，

Deutsche　Bank　has　successfully　changed　its

organizational　culture　under　the　strong　leadership

of　its　CEO．

　要　旨

　前半では、コーポレーF・ユニバーシティの特

徴をあげ、その役割を3つに要約した。3つの役

割とは、①人材育成機能、②マーケティング機

能、③組織変革機能である。その上で、本論の後

半では、特に組織変革機能の事例として、ドイツ

銀行ユニバーシティの事例を紹介した。国際競争

の激化やバンカース・トラストなどとの統合に直

面して、ドイツ銀行は、コーポレート・ユニバー

シティを創設し、「スポークスマンの挑戦」とよ

ばれるエグゼクティブ教育を開始した。この教育

の企画と実施の過程で、同銀行の組織風土は、C

EOの強いリーダーシップのもと改革された。

目　次

はじめに

1．コ”f・°レート・ユニバーシティの特徴と主な

　役割

1．コーポレート・エニバーシティの特徴

　（1）コーポレート・ユニバーシテaの主な特徴

　（2）　ワークプレース・コンピテンシーとエンプ

　　ロイ・ヤビリティ

2．コーポレート・ユニバーシティの役割

　（1）人材育成機能

　（2）マーケティング機能

　（3）組織変革機能

1．ドイツ銀行におけるエグゼクティブ教育の事

　例

1．組織変革の必要性

　（1）　ドイツ銀行の概要

　（2）教育熱心な風土と新教育システムの必要性

　（3）コーポレート・エニバーシティの創設

　（4）edunetの評価

＊教授

一55一



388 長野大学紀要　第23巻第4号　2002

　（5）エンプロイヤビリティの確保

　（6）デューク大学との提携

2．スポークスマンの挑戦

　（1）　3つの学習レベル

　（2）　コンサルタントとの関係

　（3）組織変革のための学習モデル

　（4）グローバル化とバーチャル教育

　（5）　Fップの支援と関与

3．エグゼクティブ教育の実際

　（1）課題の発見と関係者の合意形成

　（2）プログラムの実施と学習

　（3）教育のフォロー

　（4）エグゼクティブ教育の構造

4．その後の進展

　（1）　4つの挑戦

　（2）バンカース・トラストの買収と成果の報告

　（3）スポークスマンの挑戦2000年版

　（4）エグゼクティブ教育の効果

最後に

はじめに

　筆者は、1998年にMcGraw－HM社から発行さ

れたマイスター（Jeanne　C．　Meister）の著書

CorPorate乙「π‘t／ersitiesごLθ3SOπSゴπB城4‘η9α

World－Class　Work　Forceを参考に、鶴岡氏と協

同でコーポレート・ユニバーシティのエッセンス

をとりまとめた1。その後、多くの企業に取材し

て、コーポレート・ユニバーシティが、業種や企

業によって大きく異なることも分かってきた。そ

こで、本稿では、コーポレート・ユニバーシティ

の特徴を整理し、その役割を3つの視点から紹介

し、特に「組織文化の改革」という観点から、ド

イツ銀行zニバーシテa（DBU：Deutsche　Bank

University）のエグゼクティブ教育「スポークス

マンの挑戦（Spokesman’s　Challenge）」に焦点を

あてて、論じてみたい。

　なお、ドイツ銀行のケースについては、同銀行

日本法人（ドイツ銀行東京支店）のコーポレー

ト・ユニバーシティ責任者に対する英語でのイン

タビューを経て、順序を変え、筆者なりの小項目

を立てているが、Martin　MoehrelとMichael

Maffucciの論文「ドイツ銀行一最高経営責任者

から学ぶ一（Deutsche　Bank：Learning　from　the

CEO）」およびコーポレート・リーダーシップ・

カウンシル（Corporate　Leadership　Council）誌の

論文「ドイツ銀行のCEO主導のリーダー研修
（Deutsche　Bank’s　CEO－Led　Action－Learning

Chanenge　for　Leaders）」セこよっている。

1．コーポレート・ユニバーシティの特徴

と主な役割

　本稿では、コーポレート・ユニバーシティの特

徴を簡単にあげ、主な役割を3つに分けて説明し

たい。

1．コーポレート・ユニバーシティの特徴

　コーポレート・ユニバーシティの主な特徴をあ

げ、特に、エンプロイヤビリティとワークプレー

ス・コンピテンシーという概念について補則して

おきたい。

　（1）コーポレート・ユニバーシティの主な特徴

　マイスター（Jea皿e　C．　Meister）は、コーポ

レート・ユニバーシティを「企業の経営戦略を達

成するために従業員、顧客、サプライヤーを育

成・教育するための戦略的包括組織2」と定義し

ているが、鶴岡との共同研究の成果として、以下

のような特徴をあげておきたい。

①戦略性：経営戦略に基づいて社内のトップ

　経営陣、上級役職者を研修プログラムの指導

　者に迎えるなどし、上からの全面的協力・賛

　同を得る。これは、人事部門が画一的キャリ

　ァプランを想定して体系化してきた伝統的教

　育に対するアンチテーゼである。

②連携性：大学、経営大学院、経営研究所や

　経営・遠距離教育・IT業者などの上級教育

　機関との革新的な提携を推進する。生産・物

　流におけるサプライチェーンで証明されてい

　るように、情報や知的資産においてもストラ

　ティジック・アライアンスが競争力の源泉に

　なりつつある。

③採算性：研修部門を独立採算のとれる戦略

　的プロフィッFセンターとして運営する。こ

　れは、これまで教育ノウハウを自社内に囲い

　込むことしかしてこなかった企業には、コペ
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　ルニクス的な発想転換を必要とする。21世紀

　は知的資産を蓄積して売ることが勝敗を分け

　る。

③技術性：Eラーニングが最大限活用され

　る。イントラネット、サテライト、インター

　ネヅト、ビデオ会議、CD　ROM等に代表され

　る技術、テクノロジーを有効利用し、学習ス

　ピードおよび研修運営そのものを最効率化す

　る。

④評価性：研修投資効果の測定を常に行う。

　CUばやりっぱなしの教育機関ではない。受

　講者の感想文のようなもので教育を評価する

　のではない。仕事密着の教育である。

⑤エンプロイヤビリテa（employability）：

　個人に能力がつかない限り、企業力はつかな

　い。という認識が広がっている。優秀な人材

　を引き付け、確保（retain）するためには、企

　業自体に自立したプロフェッショナルを引き

　つけるだけの魅力と求心力、すなわちエンプ

　ロイヤビリティ　（employability）がなくては

　ならない。

　（2）ワークプレース・コンピテンシーとエンプ

　　ロイヤビリティ

　このエンプロイヤビリティについて、マイス

ターは、ワークプレース・コンピテンシー
（workplace　competencies）という概念とともに

説明しているので補足しておきたい3。

　①ワークプレース・コンピテンシー

　ワークプレース・コンピテンシーは「職務特

性」とも訳されるが、彼女のいうワークプレー

ス・コンピテンシーとは、時代のニーズとともに

自己革新を繰り返し、世界のどこでも通用するコ

ミュニケーション能力や技術を身につけることで

あり、以下の7つの能力（資質、適性）を含んで

いる。（以下の日本語訳で「能力」と付け加えた部

分は、英語にはない。資質や適性とも置き換える

ことができよう）

①　学ぶべきことを学ぶ学習能力（Learning　to

　learn）

②コミュニケーションと協働のための能力

　（Comm皿ication　and　collaboration）

③創造的思考力と問題解決能力（Creative

　thinking　and　problem－solving）

④技術に関するリテラシー能力（Technological

　Iiteracy）

⑤国際ビジネスに関するリテラシー能力
　（Global　business　literacy）

⑥リーダーシヅプを開発できる能力（Leadership

　development）

⑦キャリアを積む自己管理能力（Career
　self－management）

　ワークプレース・コンピテンシーを「職務特

性」と訳してしまうと、企業内における特殊な仕

事に特化した内部適応型の能力を連想してしまう

が、彼女カミ強調するコンピテンシーは、創造性や

リーダーシヅプ、あるいは、技術変化への対応、

グローバルなコミュニケーション能力など、他の

企業へ転職しても評価される、外部適応型の能力

である。

　そして、この最後の能力にあげた「キャリアを

積む自己管理能力（Career　self－management）」

とは、労働市場で自己の市場評価を高めてキャリ

ア（再就職先）を開発できるコンピテンシーであ

る。すなわち、これこそが、まさしく次に述べる

「エンプロイヤビリティ」と直結する能力であ

る。グローバルな競争カミ激化し、消費者主権が強

まっている社会にあって、企業は雇用確保を絶対

命題として維持し続けことができなくなってい

る。わが国においても、かつて終身雇用を理念に

掲げていた松下電器のような企業がリストラを余

儀なくされている。今日では、労働者と資本家と

いう対立より、労働老自身が消費者であるという

自己矛盾カミ深刻になっている。労働者は雇用を求

めるが、その労働者が消費者の立場に立つと安い

製品を求めているからである。

　アメリカでは伝統的にレイオフが盛んだカミ、

IT革命をいち早く体験した1990年代初頭に新し

い社会契約（social　contract）の概念が生まれたと

いわれている。ニューヨークタイムズ誌は、転職

を繰り返しているコンピュータ技術者の「私自身

が会社であり、キャリアを管理するのが自分の

責任だ（Iam　the　corporation　and　it’s　my

responsibility　to　manage　my　career．）」という話を
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引用して、「終身雇用（lifetime　employment）」か

ら「終身就業能力（lifetime　employability）」の時

代に入ったことを伝えている4。今日では、会社

に守られて雇用が成り立つのではなく、自分の能

力を高めることで、雇用が約束されるのである。

　しかし、それは、企業論理によって弱者が切り

捨てられる社会という意味ではない。企業も個人

の能力開発に手助けすることによって、新たな雇

用創出に貢献していかなければならない。雇用そ

のものを確保するのカミ企業の社会的責任とされた

時代は終焉したとしても、従業員のエンプロイヤ

ビリティ（就業可能性）を高めるために教育を支

援することが企業の新たな社会的責任になりつつ

ある。

　企業が教育に熱心でエンプPイヤビリティを高

めてくれるということカミ、企業の魅力になってき

た。これは、社内教育に対する新しいニーズの現

れである。概念図で確認してみたい。

　伝統的なOJTのような社内教育は、図表1に

あるrEducation　X」のように、教育を受ければ受

けるほど、他の組織では役に立たない特殊な能力

を身につけさせて、エンプロイヤビリティを低め

る傾向にあった。たとえば、ある企業でしか通用

しない書類の書き方を学んだ場合、他の企業は、

そうした「垢のついた」従業員を採用したがらな

いであろう。そのような教育は、エンプロイヤビ

リティを低めるものである。

　これに対して、新しい教育は、「Education　Y」

のように、エンプロイヤビリティを高めるもので

ある。たとえば、ある企業で英語教育を受け、そ

れがグローバルなビジネスを遂行するために必要

な能力となった場合、そのような教育はエンプロ

イヤビリティを高めることになる。この種の新し

い教育ニーズが高まっている以上、そうしたプロ

グラムを用意しなければ、企業は優秀な人材を惹

きつけることができなくなってきたのである。

　コーポレート・ユニバーシティが、ユニバーシ

テaたる一つの根拠は、こうした企業の社会的責

任に基づいて、エンプロイヤビリティのチャンス

を拡大するために貢献することである。

2．コーポレート・ユニバーシティの役割

　このような定義と特徴をあげた上で、コーポ

レート・ユニバーシティの実際について筆者は、

これまで多くの企業を調査してきた。この中で、

コーポレート・ユニバーシティの役割を、大きく

3つに分けて整理してみたい（図表2）。

（1）人材育成機能

　第一は、組織と個人を結びつける側面である。

これは、組織から見ると人材育成（human　asset

developmentあるいはhuman　resource　develop－

ment）であり、個人から見ればキャリア開発

（career　development）である。

　この分野では、マクドナルド（McDonald’s

Corporation）のハンバーガー・ユニバーシテ1

図表1　社内教育とエンプロイヤビリティ

empbyabnity

Education　Y

EducationX

h卜house

educatk）n

図表2　コーポレート・ユニバーシティの役割

コンサルティング営業

顧客管理

ビーチヘッド機能

コーポレート

ユニバーシティ

実務能カ
モチベーション

プロフェッショナリズム

情報の共有化

知的資産の形成
オープンな社風

（井原作図） （井原作図）
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（Hamburger　University）がよく知られている。

ハンバーガー・ユニバーシティは、組織心理学

（organizational　psychology）や人間工学（human

engineering）に基づいて効果的な人材育成の方法

を教える教育機関で、米国のイリノイ州オーク・

ブルヅク（Oak　Brook）にあるが、ドイツ、イギリ

ス、オーストラリア、香港、ブラジルなどにもあ

り、日本マクドナルド社も「ハンバーガー大学」

を東京の本社ビル（新宿アイランドタワー38階）

にもっている。

①キャリアパスと結びついた教育体系

　マクドナルドの全社員は、入社すると、各店舗

でオン・ザ・ジョブ・トレーニング（0．J．T．）を

受け、その後、ハンバーガー大学で学ぶ。コーポ

レート・Zニバーシティのプログラムがキャリア

パスと直結している例である（図表3）。

　まず、マネージャートレーニー（MT：
Manager　Trainee）とよばれる見習いクラスの新

入社員は、シフト運営に必要なスキルを身につ

け、マクドナルドに対するロイヤリティを高める

目的で作られたシフF・マネジメント・プログラ

ム（Shift　Managemgnt　Program）という4－

5ヶ月の教育プログラムを受ける。このプログラ

ムは、パート1とパート皿に分かれており、パー

ト1は順番にしたカミって行なわれるが、パート皿

は1から6までの項目を順不同で履修することカミ

できる。

　この全シフト・マネジメント・プログラムを終

了した者は、その後、ハンバーガー大学でシフ

ト・マネジメント・コース（SHMC）を受講す

る。このSHMCは、衛生管理や基本的クレーム

処理など店舗運営の管理方法を学ぶもので、コー

ス1からコース皿まで3回に分けて、合計6日間

行なわれる。コース1は、シフトマネージャーの

仕事と責任を理解する1日のプログラムで、コー

スHは、主にピープルスキルと実務について2日

間学ぶ。最後のコース皿は、マクドナルドの基本

理念である「Q（品質）、S（サービス）、　C（清

潔さ）プラスV（価値）」にこだわりをもったマ

ネージャーを育成するもので、3日間のコースに

なっている。具体的には、タイムマネジメント、

フロアコントロール、クルーコミュニケーション

などに分かれている。

　MTは、こうして、約半年間にわたる基礎習得

期間を経て、シフト運営を任すことのできる店長

の第二補佐であるセカンドアシスタントマネー

ジャー（2nd　Assistant　Manager）に昇格する。そ

して、次のOJTであるシステム・マネジメント

・プログラム（System　Management　Program）

の教育を受ける。このプログラムは、店長にス

テヅプアヅプするために必要なマネージャーのノ

ウハウを学ぶもので、通常19ヶ月から25ヶ月間続

く。このOJTパート1を終了すると、ハソバー

ガー大学でのシステム・マネジメント・コース

（SYMC：System　Management　Course）のコー

ス1（4日間）を受け、パートllを終了すると

コース∬（4日間）を受講することになってい

る。この合計8日間の教育プログラムでは、人事

管理や収益管理（経費のコントロール）販売促進

について学習する。

　こうして、店長候補者であるファーストアシス

タントマネージャー（lst　Assistant　Manager）に

昇格した人々は、第三段階のOJTであるレスト

ラン・マネジメント・プログラム（Restaurant

Management　Program）を約20ヶ月から30ヶ月受

ける。そして、これを終了すると、ハンバーガー

大学のレストラン・マネジメント・コース
（RMC：Restaurant　Management　Course）を受

講する。このコースは、5日間のコースで、店長

になるために必要なマーケティング、人事、利益

管理、心理学など高度なマネジメントスキルを学

ぶ。

　その後も、店長を対象としたOJTであるビジ

ネス・マネジメソト・プログラム（Business

Management　Program）という約2年の教育があ

り、それを終了するとハソバーガー大学で4日ず

つ2回、合計8日間のビジネス・マネジメント・

コース（BMC：Business　Management　Course）

を受講する。この教育は、リーダーシップとコ

ミュニケーションの教育が中心で、デaスカッ

ションを多く取り入れたものになっている。

　その他にも、コンサルタントのためには、ベー

シック・コンサルタント・コースとアドバンス・

コンサルタント・コースが用意されており、オペ

レーションマネージャーにはデパートメント・
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図表3　日本マクドナルドの店舗マネージャー・トレーニングシステム
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リーダーシップ・コースが用意されている。

②　その他の機能

　ハンバーガー大学の別の特徴は、試験がないと

いうことである5。一般的な大学教育では、定期

試験によって合格・不合格が決定されて進級が決

まるが、こうした筆記試験中心の評価では、暗記

力などで優れた偏差値エリートだけが昇進してし

まう。公務員の昇進試験が一例で、筆記試験が重

視されている上に、試験が1度や2度と少ないた

め、実務評価との密着性が低いと考えられる。

　これに対してマクドナルドでは、OJTとハン

バーガー大学での学習が交互に繰り返されてお

り、OJT→ハンバーガー大学→次のOJT→ハン

バーガー大学とステップアップしながら、上位の

業務ヘチャレンジする仕組みで、キャリアパスと

ともに実務的な評価性が重視されている。

　これは、他のコーポレート・ユニバーシティで

も見られることで、Meisterは、モントリオール

銀行のテラーがカスタマー・サービス担当者に昇

進する過程を5段階に分けている例を紹介してい

る（図表4）。

　もう一つの重要な機能は、マーケティング機能

である。日本マクドナルド社は、2000年より店舗

網拡大に合わせた店舗の効率的運営を目的にト

レーニングシステムを大幅に改定し、ハンバー

ガー大学での教育をパーF・アルバイトの範囲ま

で拡大した。図表のSWは、スウィングマネー

ジャー（SW：Swing　Manager）とよばれる熟練

アルバイトで、正社員であるMTと同じにシステ

ム・マネジメント・コースを受講することができ

る。また、ASWは、　Aスウnングマネージャー

（ASW：ASwing　Manager）とよばれる、さらに

上級の熟練アルバイトで、セカンドアシスタント

マネージャークラスとともに、システム・マネジ

メント・コースをハンバーガー大学で受講するこ

とができる。

　このように、コーポレート・ユニバーシティの

教育プログラムが、アルバイトから店長クラスま

で個人を養成しながら、フランチャイジーの質を

高めて、販売力をつけるという外部志向的な役割

をもっているわけで、次に見るマーケティング機

能とも深い関連がある。

（2）マーケティング機能

　第二は、組織外部へ向けた活動であり、代表的な

例はマーケティング機能である。ここではモトロー

ラ・ユニバーシティ（MU：Motorola　University）の

例を紹介したい。MUは、コーポレート・ユニ

バーシティの草分けとしてアメリカでも有名であ

り、モトローラの世界中の教育機関は、MUの傘

下に統合されている。MUは、他の二つの役割

（人材育成や後述する組織変革）としても優れた

事例を提供してくれているが、それらは別稿で今

後紹介したい。

　MUは、ローカル・マーケット、特に新興国市
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図表4　モントリオール銀行におけるコーポレート・ユニバーシティ
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出典：Meister（1998）p．33．

場（Emerging　Markets）において、先兵として、

ユニークな役割を演じている。これは、教育は国

力の底上げをはかるのに重要であり、新興国は、

教育インフラを国家プロジェクトとして取り組む

傾向にあるからである。また、教育は公共性があ

り中立的であるので、教育システムの導入は、特

定の製品を輸入するより抵抗が少ない。

　モトローラでは、MUが、新興国市場に進出す

るにあたって（ビジネス本隊が事業をスタートす

る前に）、政府関係筋に対して、ノウハウ提供を

べ一スとした教育支援を開始することが多い。モ

トローラの製品を買ってもらう前に、教育事業を

提供して市場開拓の地ならしをするわけである。

　たとえば、CAMP（China　Accelerated　Manage－

ment　Program）は、　MUカミ中国に提供したプログ

ラムである。これは、中国人マネージャーが欧米

的なマネジメント技法を修得しながらリーダー

シップの力を伸ばすようにデザインされたもの

で、いち早く市場経済に移行したい中国の国家的

なニーズに合致していた。

　その結果、モトローラの知名度があがり、モト

ローラ製品のブランドが浸透したばかりでなく、

モトローラ流のマネジメント手法に馴染んだ中国

人ビジネスマンが各地でモトローラのビジネスを

間接的に支援してくれるようになった。

　このような市場開拓機能について、日本モト

ローラ社でコーポレート・Zニバーシティの責任

者をつとめた戸谷は、「海岸墾使節団的機能

（ビーチヘヅド・ミッショナリー）」とよんでい

る。海軍は、敵前上陸にあたって海岸に最初の橋

頭俸（Beach－Head）を築くが、そのような上陸

のための足がかり的な役割をコーポレート・ユニ

バーシテnが果しているというのである。

（3）組織変革機能

　第三は組織内部の革新機能である。これは、企

業と組織文化を結びつける側面といえよう。マイ

スターの定義で紹介したように、コーポレート・

ユニバーシティが伝統的な社内研修機関と異なる

点は、戦略的組織ということである。固定的な知

識を伝達するワン・ウェイの教育ではなく、企業

目標や戦略的方向性を創造し、戦略目標に向かっ

て組織を統合していく機能ももっている。これ

は、組織を外部環境に適応させる触媒作用
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（Change　Agent）ともいえる。外部環境に適応さ

せるためには、組織内部が変革しなければならな

いのである。

　マイスタ，一は、コーポレート・ユニバーシティ

について、戦略的なビジョンを浸透させ（dis－

seminating　the　corporate　vision）新しい企業文化

を創造する（creating　a　new　corporate　culture）

ためのコミュニケーション・ビークル（commu－

nication　vehicle）と述べている6。

　このために、コーポレート・ユニバーシティ

は、トップと直結した組織上の位置づけを得るこ

とや、教育の企画・実施の過程でトヅプ自らが強

い関与や指導力を発揮することが求められてい

る。また、実践的な教育機関として業務（成果）

を通じた厳しい評価も必要とされる。

　さらに、知識社会に本格的に突入した今日で

は、組織内で獲得した知識をいかに蓄積し、共有

化していくかといくナレッジ・マネジメント

（KM：Knowledge　Management）が企業競争力

を左右するようになっており、組織を環境に適応

するために常に革新的なKMを継続していくこと

カミ求められている。

　筆者は、組織パラダイム変革に関する一連の考

察7、アサヒビールや雪印の事例8で組織変革に

ついて関心を持ち続けてきたカミ、そのための教育

モデルを提供することが本稿の主たる目的であ

り、この分野の事例として、次のパートでは、ド

イツ銀行のエグゼクティブ教育に焦点を絞って紹

介したい。

皿．ドイツ銀行におけるエグゼクティブ教

育の事例

1．組織変革の必要性

　ドイツ銀行の歴史と現状を要約して、組織変革

の必要性について考えてみたい。

（1）　ドイツ銀行の概要

　ドイツ銀行は、ヴィルヘルム1世がドイツ皇帝

に即位してドイツ統一（1871年）が完成する前の

1870年にベルリンで設立されたドイツでも歴史の

古い金融機関である。また、設立後すぐに横浜や

上海に支店をもつ（1872年）など国際化に熱心な

銀行としても有名である。第二次世界大戦後は分

割されたが、1957年に伝統的なもとの名称を得て

再出発すると同時に、グローバルな活動を再開し

た。

　ドイツ銀行は、1980年代後半には投資銀行業務

に参入し、1989年に英国の商業銀行モーガン・グ

レンフェル（Morgan　Grenfell）を買収した。1990

年代には、グローバル・バンキング・ネットワー

クを拡大し、それまで地域単位で構成されていた

組織を、製品・地域・顧客別のマトリックス組織

に再編した。

　ドイツ銀行が地域的に最も関心をもっていたの

は、世界最大の資本市場であるアメリカであり、

1998年には、ロシアの経済危機によって多くの金

融機関が縮小を余儀なくされた中、アメリカのバ

ンヵ一ス・トラスト（Bankers　Trust）を買収して

世界中を驚かせた。

　その後も、1999年にリーテイル部門を切り離し

て、ドイツ銀行の完全子会社だったバンク24

（Bank　24）と統合した。これによって、ドイツ国

内にある1，500以上の支店を通じたサービスばか

りでなく、電話やファックス、インターネヅトを

通じた顧客サービスを統一的に行なえる体制がで

きた。また、同年に欧州統一通貨ユーロ（Euro）

が導入されると、欧州における決済を担当する部

門を切り離して、european．　transaction．　bank

（e．t．　b．）を設立した。

　現在、ドイツ銀行は、以下の5つの独立した

部門（business　division）をもつバーチャル・

ホールディング・カンパニー（virtual　holding

company）といえる。

1．機関投資家向国際金融事業部門（GCI：
　Global　Corporates　and　Institutions）

　　大企業（約2，000社）を対象とするアメリカ

的な投資銀行で、アドバイス的サービスと取引

業務を兼ね備えている。

2．グローバル・テクノロジー＆サービス業務部

　門（GTS：Global　Technology　and　Services）

　　ドイツ銀行のIT技術やインフラの開発や保

守をするだけでなく、国内外の顧客に技術的な

サービスを提供する。

3．資産運用部門（AM：Asset　Management）

　法人および個人向けの資産管理関連のサービ
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スを提供する。

4．法人顧客および不動産部門（CORE：
Corporate　and　Real　Estate）

　主に中小企業の顧客を対象とする。

5．一般個人顧客および富裕層向けバンキング

　（UBP：Retail　and　Private　Banking）

　　ドイツ、スペイン、イタリアにある伝統的な

　リーテイル・クライアソトにサービスを提供す

　る。

　ドイツ銀行グループは、1999年度のドイツ銀行

年次報告書によれば、60力国以上に2，300支店を

構…え、9万人の従業員を擁している。2000年6月

末の資産規模は9，000億ユーロを超え、ユーロマ

ネー誌によれば資金調達力で第一位9、rPoll　of

Polls」の総合力でも第一位10、「Awards　for

Excellence」では総合最優秀銀行の評価11を得て

いる。

（2）教育熱心な風土と新教育システムの必要性

　ドイツ銀行は、伝統的に教育に積極的である。

平均して純利益の4％以上の教育投資を継続して

おり、ドイツ特有の職業教育プログラムであるア

ウスビルデュング（Ausbildung）にも積極的に取

り組んできた。これは、政府カミ認可する2－3年

の高校卒業者向け職業教育で、ドイツでは大学に

進む前にこの職業訓練を受ける者も多い。イン

ターンシップ的側面があり、クラスでの授業以外

に、多くの企業がOJTの部分を担当しているが、

ドイツ銀行では、1，400ケ所の職場で、33，000人

のアウスビルデュング受講生を受け入れている12。

　ドイツ銀行は、中間管理者や上級管理者向けの

教育にも熱心で、フルタイムやパートタイムの

MBAプログラムや多くのビジネススクールで行

われている各種の短期エクゼクティブ教育に派遣

している。多様な教育プログラムは、毎年、ト

レーニング・ハンドブック（Training　Handbook）

にまとめられ、それぞれのリージョン（地域）に

提供されており、各リージョンの本部が必要なプ

ログラムを地域の実情に応じて選択し、個人が

ニーズに応じて受講している13。

　こうした伝統的な教育は、受講者側に公平で幅

広い選択のチャンスを与えるだけでなく、自己啓

発に積極的な従業員の能力を企業が活用するとい

うメリットを生み出していた。筆者は、日本法人

（ドイツ銀行東京支店）の教育責任者にインタ

ビューしたが、彼女からも必要性に応じた（need－

driven）教育とメリトクラシー（meritocracy）に基

づく能力主義的な教育思想を感じた。全員を同じ

ように教育するのではなく、多様なメニューを用

意しながら、個人が自主的に選択して、その成果

を企業が活用していこうという姿勢である。

　しかし、次に見るように、ドイツ銀行は、伝統

的な教育システムに必ずしも満足していたわけで

はなく、IT革命の進展や国際戦略の進行にとも

なって、新しい教育システムを必要としていた14。

　第一に、従来の教育システムは、個人べ一スの

教育で、個人の自己教育を企業がサポートするも

のにすぎなかった。戦略的に組織文化を改革し、

組織内に必要な知識を共有化・蓄積化するもので

はなかった。

　第二に、従来の教育プログラムでは、どうして

も教室で学ぶ知識や技術と現場で活かすべきもの

に多少のギャップが生じていた。これは受講生に

とっても企業にとっても「従来教育への不満」で

あった。

　第三に、伝統的な教室での教育プログラムは、

職場から離れて行われるため、仕事を休む必要が

あり、機会費用上の損失になっていた。特に、上

級管理職向けの教育においては、数ヶ月にも及ぶ

ことが企業活動に大きな支障となっていた。

　さらに、バンカース・トラストなどとの統合を

通じて国際化にともなう異文化経営の問題も生じ

てきた。それまでドイツ銀行では、職場での

OJTと、Off－JT教育を併用してきたカミ、こうし

た画一的で参加者の自己啓発に頼る教育が長い間

行なわれてきたのは、ドイツ銀行が同一的（homo－

geneous）な文化を維持してきたからである15。

　ところが、最近は多国籍化が進んで、多様な文

化を内包するようになってきた。特に、投資銀行

であるGCIでは、すべての同僚と顔を合わせる

ことが実質的に不可能になり、他部門のビジネス

ニーズを見つけ出し、ビジネスでの共通項を見出

すのが困難になりつつある。そこで、ロンドンや

ニューヨークやシンガポールで働く同僚と、同じ

知的資産を共有して、チームとして仕事をするた
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めに新しい教育が模索された。従来のように既成

のビジネススクールのプログラムにオープン登録

で参加するのではなく、自分達の組織にあった新

しい教育プログラムの開発が必要になってきた16。

（3）コーポレート・ユニバーシティの創設

　バンヵ一ス・トラスト（Bankers　Trust）の買収

をはじあとするドイツ銀行の一連の積極的な動き

は、1997年に最高経営責任者（CEO）に就任した

ロルフーE・プロイア（Rolf－E　Breuer）の打ち

出した新しい経営戦略に基づいていた。プロイア

は、ハインツ・フィッシャー（Heinz　Fischer）を

人的資源担当のヘッドにつけ、2002年までに達成

すべき目標の一つに、ドイツ銀行ユニバーシティ

（DBU：Deutsche　Bank　University）の創設をあ

げた。1998年には、取締役会がこれを承認してい
る17。

　この新しいラーニング・モデルには、①戦略実

現を支援する学習体験（learning　experience　that

supPorts　the　execution　of　strategy）、②ジヤスト・

イン・タイムの学習Gust－in－time　learning）、③自

己管理による学習（self－managed　learning）の三

つの原則がかかげられた18。

　これらの三原則は、すでに述べた従来型教育に

対する3つの反省に基づいていた。第一の個人向

け教育カミ多すぎたという反省に対して、戦略を組

織的に実現することが重視された。第二の教室で

学ぶ教育と職場での実践にギャップがあったとい

う反省に対して、ジャスト・イン・タイム（タイ

ムリーに応用する）学習が求められた。第三の機

会費用の損失に対しては、自己管理による学習と

いう原則がたてられた。

　これらの原則にしたがって、（a）学ぶべき事柄の

モジュラー化と、（b）インターネットの活用が推進

されている。CEOのプロイアは、「新教育モデル

の利点は明らかである。受講者は、教室の外で最

新の技術を利用しながら、好きなときに学び、相

互にコミュニケーションをとることができる。仕

事を休む必要がないのだ」と語っている19。

　コーポレート・ユニバーシティの設立ととも

に、教育が企業戦略の実現に果す役割が増大して

おり、市場の新しい変化にいかに早く適応するか

が教育の目標になってきた。このため、教育内容

や受講者の内訳は、定期的にチェックされ更新さ

れる20ようになった。

　ドイツ銀行における新しい教育システムの構

築、つまりコーポレート・ユニバーシティの創設

は、同銀行の戦略やトップの強い指導力と密接に

結びついている。

　ドイツ銀行では、伝統的に3分の2が貸付で、

残りの3分の1が手数料収入という収入構造がで

きあがっていた。ところが、チーフ・エクゼク

ティブのプロイアは、収入の流れを、貸付と手数

料とトレーディングのそれぞれに3分の1ずつ振

り分ける3分割を主張している。「貸付を顧客と

の関係づくりに戦略的に使う」という彼の考え

方21に基づいた新しい組織文化の構築が必要だっ

たのである。

（4）edunetの評価

　1999年の春、エデュネット（edunet）という教

育ネットワークが稼働したが、このネットワーク

は、従業員のデスクトップに直結されており、英

語とドイツ語によって800ものコースが用意され

新　し　い　原則 従　来　型　教　育　へ　の　反　省

戦略の実現を支援する 要望に応えた多様な教育プログラムが用意されていたが、それ

ﾍ個人向けで組織的に活用されていなかった。

タイムリーな学習 教室で学んだことが職場で実践されていなかった。

自己管理による学習 職場環境の変化により、集合教育の機会費用が増大している。

一64一



井原久光　　コーポレート・ユニバーシティにおける組織変革機能 397

ている。したがって、従業員は、初心者から上級

者まで、レベルに応じて、好きなときに学習する

ことができる22。

　エデュネット（edunet）は、最前線の従業員か

ら取締役会のメンバーまで、以下のように、さま

ざまなレベルで評価されているns。

　所属長レベルでは、①ラインから外さずに教育

の機会を与えられることや、②部下の教育に対す

るニーズを個別に測ることカミできること、そのた

めに③限られた教育予算を有効に使うことができ

ること、などのメリヅトがあげられている。

　受講する個人レベルでは、コンピテンシー・モ

デリング（competency　modeling）や学習ギャッ

プ分析（1eaming　gap　analysis）のような自己評価

のツールが用意されているので、自分の力に応じ

た教育ができるというメリットが生じている。

　かつてのアウスビルデュングでは、決まった

キャリア計画に基づいてお決まりの職業訓練が行

われていたが、Eバンキングの拡大と高度化する

商品群に対応するためや、知識が豊富になった顧

客向けにきめ細かいサービスを提供するために、

アウスビルデュングの訓練計画も個別に違ったも

のになりつつあり、その意味でも、エデュネット

が積極的に活用されている。

（5）エンプロイヤビリティの確保

　ドイツ銀行にとって、コーポレート・ユニバー

シティの導入が「エンプロイヤビリテa（employ－

ability）」という新しいコンセプトを生み出しつ

つある。変化が激しく、知識の陳腐化が急速に進

む情報社会においては、学ぶことが就職のために

極めて重要であるが、その学習のチャンスを与え

ることが、雇用者と従業員の安定した関係を築く

ことにドイツ銀行も気づいたのである24。

　ドイツ社会では、長期雇用が前提であったため

に「雇用」そのものを確保することが企業の使命

と考えられていたが、従業員にアップ・ツウ・デ

イトな知識を身につけさせ「雇用選択のチャン

ス」を確保することが従業員のモチベーションを

高めることがはっきりしたといえよう。

　企業は、外部労働市場と社内の両方から最新の

知識を獲得する必要があるカミ、その結果、社内よ

り外部の方が高い市場価値を得られる者が生まれ

て、そうした者をある程度は失うことも覚悟しな

ければならない。そうした覚悟が企業の魅力を高

め、従業員の忠誠心を増大させるのである。

⑥　デューク大学との提携

　ドイツ銀行では、世界のトップクラスのビジネ

ススクールを調査して、デューク大学のビジネス

スクール、FSB（Fuqua　School　of　Business）と提

携して、新しいコーポレート・ユニバーシティの

ための教育プログラムを開発することにした。

　ドイツ銀行は、自前のエクゼクティブ教育のた

めに、以下の7つのポイントをあげて、世界の

トヅプクラスのビジネススクールについて調査し

た25。

①　各ビジネススクールが得意とする分野をポ

　ジショニングする

②ビジネススクールにグローバルなビジョン

　があるかどうか

③　プログラムにどの程度、柔軟性や企業家精

　神があるか

④　ドイツ銀行カミrAランクの顧客」として優

　遇される規模かどうか

⑤教授陣を外部に派遣してくれるかどうか

⑥世界的なバーチャル学習環境をもっている

　かどうか

⑦英語による顧客別のプログラムを開発した

　ことがあるかどうか

　その結果、ドイツ銀行にとって適度に小さな規

模で、お互いに密接に協力ができる上に、バー

チャルな教育環境に優れているということで、

デューク大学を提携先に選んだ。

　デューク大学の教授陣は、主に経営理論や他社

の事例を紹介したり、外部から見た客観的なサ

ジェスチョンをバーチャルなプラットフォームを

通じて提供することにしたが、その他にドイツ銀

行内に、この教育プログラムを支援するスタッフ

をおいた。

　コーポレート・リーダーシップ・カウンシル

（Corporate　Leadership　Council）誌の論文によ

れば、デェーク大学とドイツ銀行内の支援スタッ

フは以下の通りである。
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デューク大学のスタッフ 人数 ドイツ銀行内のスタッフ 人数

プログラム・ディレクター 1名 プログラム・マネージャー 1名

プログラム・コーディネーター 1名 プログラム・コーディネーター 1名

チームの助言者 4名 会議設定のための支援スタッフ 2名

バーチャルプラットフォーム技術者 1名 アシスタント（人事部トレーニー） 1名

出典：CLC（2002－1）p．2．

2．スポークスマンの挑戦

　最高経営責任老（CEO）に就任したロルフー

E・プロイア（Rolf－E　Breuer）は、ドイツの法

律やドイツ銀行の長い伝統に基づいて「取締役会

のスポークスマン（Spokesman　of　the　Executive

Board）」と呼ばれている26が、これに因んで、

デューク大学との提携で開発されたエグゼクティ

ブ教育は「スポークスマンの挑戦（Spokesman’s

ChaUenge）」と名づけられた。

　スポークスマンの挑戦は、デューク大学のバー

チャルな教育環境を通じて継続的に大学教授や仲

間と課題を討議し、与えられた課題を解決するプ

ログラムで、学んだことを現実の仕事にフa一ド

バックしながら組織文化を改革していく教育プロ

グラムでもある。

　この新しいエクゼクティブ教育プログラムは、

以下のような特徴をもっている。

（1）3っの学習レベル

　学習が及ぼす影響について、Moehrleと
Maffucciは、3つのレベルを指摘している（図表

5）。第一は個人のレベルであり、第二は個人の

所属するチームあるいは部門のレベルであり、第

三は企業全体に及ぶレベルである。

　ドイツ銀行ユニバーシティが用意する教育プロ

グラムは、これら3つの各々のレベル、すなわ

ち、全てのレベルに影響を及ぼすように考えられ

ている。これは、短期的で日常的な仕事のための

教育と、中長期的で戦略的な変革をもたらすたあ

の教育の両方を含んでいることを意味している。

　特に、エグゼクティブを対象とした教育は、経

営者個人の資質を向上させるためと同時に、エグ

ゼクティブが所属する部門、あるいは全社的な変

革をもたらすものであると考えられている。

　後述するように、教育プログラムの設計にあ

たっては、教育参加者（受講者）の上司、同僚、

部下を含め360度方向のフィードバックが求めら

れている27が、それも、参加者個人ばかりでなく、

チーム／部門、そして組織全体が教育の成果を享

受するためである。

　また、参加者は、経営者的視点や、チームメン

バーの視点、個人の視点をもちながら、複眼的

に、問題の解決にあたるように求められている。

図表5　3つの学習レベル

チーム／部門

出典：Moehrle＆Maffucci　p」3．

（2）コンサルタントとの関係

　エクゼクティブが毎日かかえる問題を処理する

ために外部コンサルタントを使うことがある。こ

れは、エグゼクティブたちがコア・コンピタンス

にあたる業務にエネルギーを集中し、アウトソー

シングのメリットをいかして経営のスピードを速

めるためには重要である。
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　しかし、外部コンサルタントに問題解決を頼る

ことは、社内の問題解決能力を減退させ、問題処

理技術を低下さぜる。これは、外部コンサルタン

トのせいではない。外部コンサルタントは、社内

の問題解決能力を向上させるために働くのではな

く、むしろエグゼクテnブの仕事を軽減するため

に契約に基づいて仕事をするのである。つまり、

問題解決の過程で得られる体験がエグゼクテaブ

にとって重要な学習の機会になっているのである

図表6　最大の学習機会の損失

組織内で問題が
　確認される

組織は問題解決
のための重要な
学習機会を失う

問題が解決される

　コンサルタントが
問題解決方法を提示する

る。

　そのために、デュ　一一ク大学のアカデミック・

パートナーが外部から客観的にチェヅクして、学

習過程を充実するように設定されている。

　スポークスマンの挑戦に参加した受講者によれ

ば、デューク大学の教授陣は、「外部」の事例や他

社の「ベストプラクティス」を紹介してくれた

り、革新的な経営思想家や他のビジネスクールで

の成果、理論的な方法など、内部では得られない

ヒントを与えてくれるということである99。

出典：Moehrle＆Maffucci　p．14．

（図表6）。

　このため、ドイツ銀行の新しいエグゼクティブ

教育は、こうした学習機会を失うことのないよう

にデザインされている。たとえば、「リアルタイ

ム」のケーススタディを用いて、同時進行的に問

題を解決させ、企業の戦略的な問題に参加させよ

うとしている28。

（3）組織変革のための学習モデル

　ドイツ銀行zニバーシティ（DBU）カミ掲げる

「スポークスマンの挑戦」は、ビジネススクール

で学ぶケーススタディのような出来合い（off－

the－shelf）のプログラムではない。ドイツ銀行

ヵミ現在直面している戦略的な課題に基づいて、新

しい挑戦をしながら相互に学び合い、ドイツ銀行

の目標を達成するためのものである。

　ドイツ銀行のマネージャーは、外部コンサルタ

ントと同等の能力をもち、さらにビジネスを詳し

く知っているという点で外部コンサルタント以上

であると考えられている。しかし、業務に精通し

ているだけに、問題を十分認識できなかったり、

伝統的なアプローチを打破できないリスクもあ

④　グローバル化とバーチャル教育

　デューク大学のFuqua　School　of　Businessにお

けるMBAグローバル・エグゼクティブ・プログ

ラムには、インターネッ5を利用した学習プラヅ

Fフォームが用意されており、ドイツ銀行のエグ

ゼクティブ教育プログラムでは、これを活用して

いる。

　参加者個人、チーム、教授陣などのチューター

は、バーチャル・ライブラリー（virtual　library）

やインターネヅト・リソース・センター（Inter－

net　resource　center）を通じて、情報を交換する

ことになった30。

　Moehrle＆Maffucciカミ紹介するウェブの一部

から推測すると、「スポークスマンの挑戦」の全

ての参加者に開かれたフォーラムと、各プロジェ

クト・メンバーのみがアクセスできる課題別のサ

イトが設けられているようである31。

　これによって、時間と場所を選ばずに、討議し

たり教材を利用したりすることができる。

　このため、ドイツ銀行の受講者たちは、ヨー

ロッパ、アメリカ、アジアの同僚と同じテーマを

討議することカミできるが、実際のクラス討議より

も時間的に余裕ができて、熟慮した上で討議に参

加することができるようになった。

　MoehrleとMaffucciは、「学習は、現実の課題

や実際に興味がある問題と取り組むときに最も効

果的である」と述べている。ある受講老は、「最初

は他のビジネススクールのセミナーと同じような

ものと思っていたが、最高経営責任者（CEO）の

プロイアが、ドイツ銀行の抱える現在の問題と取

り組むと言った時から面白くなった」と述べてい

る32。
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図表7　組織変革のための学習モデル

β
組織的な挑戦

フィードバック

＿授．〈k
／　　　フィードバック

＼バー＿汐
　　　リテラシー

自信

教　育
ﾆ実　践

出典：Moehrle＆Maffucci　p．15．

　しかし、プロイアがEラーニングの重要性を見

抜いたのは、Eコマースに対する彼独自の先見性

に基づいている。彼は「銀行は伝統的にファイナ

ンシャル・サービス市場で仲介者の役割を演じて

きたが、インターネットの登場で、顧客カミ個別の

ファイナンシャル・ニーズに対する情報にアクセ

スし、ファイナンシャル・サービスを行なう発信

者に直接コンタクトできるようになった。だが、

Eコマースは、われわれに付加価値の高い新しい

ビジネス機会や新サービスを提供するチャンスを

与えてくれた。グローバルなファイナンシャル・

サービス市場で勝ち抜くためには、Eスピード

で、このチャンスをものにしなければならない。

ドイツ銀行は、多様なスタッフのスキルや知識を

革新して、顧客の要望に応え、付加価値の高い

サービスを提供しなければならない」と述べてい
る33。

　バーチャルな教育環境が有効にはたらくのは、

特に、グローバル化して多様な価値観をもつ人々

が参加する多国籍企業であろう。ドイツ銀行で

は、さまざまな国i籍のマネージャーカミインター

ネットを通じて討議に参加することで、相互の理

会が深まり、共通の関心のもとにまとまりつつあ

る。

　討議に参加した受講者は「最初は多様な人々が

いるのでとまどったが、多様性を尊重することで

チームワークができ、部門や地域によらず、グ

ローバルな提言をすることができた」と述べてい
る34。

　このように「スポークスマンの挑戦」というエ

グゼクティブ教育は、参加者だけでなく企業全体

に付加価値を与えている。ある参加者は「チーク

ワークと協働の新たな精神」を獲得し、ドイツ銀

行グループへの忠誠心が高まったとしているSS。

（5）　トップの支援と関与

　今日のドイツ銀行では、エグゼクティブ教育が

広範に行なわれていて、組織全体で支援している

が、最初にエグゼクティブ教育カミ企画された1997

年当時は、かならずしもそうではなかった。

　第一は、Eラーニングに対する不安である。今

日ではEラーニングはEコマースと同様に高く認

知されているカミ、当時は、Eラーニングに懐疑的

な人もいた。

　第二は、はたしてエグゼクティブ自身が積極的

に教育に参加するであろうか。また、通常の業務

をかかえながら教育の課題をこなすことができる

であろうか。というエグゼクテaブ教育に対する

不安である。

　第三は、大学の教授陣が理論的なモデルを提供
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するとしても、現実の経営課題を解決する手助け

になるだろうかという疑問であった。

　しかし、ドイツ銀行の場合、最高経営責任者

（CEO）であるプロイア氏が強いリーダーシップ

をもって、この教育を断行した。彼ば「知識とそ

の活用カミ成功の鍵」として「誰もが知識と革新的

リーダーの必要性を論じるが、現実にそれを実行

しているものはどれだけいるだろうか。知識を獲

得し活用する能力を高め、それによってドイツ銀

行の競争力を高めることがわれわれの課題だ」と

述べているse。

　ドイツ銀行は、1998年1月に、5つの部門
（Group　Divisions）と本社機構（Corporate　Center）

に再編する機構改革を発表した。最高経営責任者

に就任したプロイアは「顧客と製品に基づいて個

別の責任を負う部門を独立させ、本社機構は部門

を超える機能（supradivisional　functions）を担う。

5つの部門は市場に密着して、銀行は利益を志向

しなければならない。すぐれたコスト構造、強い

販売力、信頼性のあるプロダクトカミグローバルな

成功に不可欠である」と述べた37。

　1998年5月、プロイアは、300人以上のシニア

・マネージャーをババリア（Bavaria）に集めエグ

ゼクティブ・カンファレンスを開催し、組織変革

のための一連のワークショヅプや討議に参加させ

た。ブロイアは、情熱的にかつ率直に組織変革の

必要性を論じたカミ、それまでの最高経営責任者が

これほどオープンにシニア・マネージャーと向き

合って話すことはなかったので、それは当時のド

イツ銀行では初めてのことであった。このワーク

ショップや討議を経て、ドイツ銀行がかかえる課

題が明らかになってきた38。

　プロイアは、これらの課題を引き続き討議して

取り組むことをエグゼクティブ教育の課題として

加えたのである。

　プロイアは、1998年の晩春に新モデルを使った

最初のエグゼクティブ教育を企画するように命

じ、このプログラムを「スポークスマンの挑戦」

と名づけた。1998年の夏、20名の参加者が、すべ

ての部門（business　divisionsi）と多くの地域から

選ばれ、デューク大学のキャンパスでプロイア自

身が開所式を行なった39。

　つまり、このエグゼクティブ教育のプログラム

は、ババリアで開かれたエグゼクティブ・カン

ファレンスで提示された主要なポイントを引き継

ぎ、翌1999年4月にブラヅセル（Brussels）で開

かれた次のエグゼクティブ・カンファレンスで討

議結果を報告して提案を行なったのである。

　このように（「スポークスマンの挑戦」という

名称の通り）このエグゼクティブ教育は、最高経

営責任者自身が深く関与し、支援するプログラム

で、その成否はトヅプの責任と直結しているので

ある。

3．エグゼクティブ教育の実際

　ドイツ銀行の場合、エグゼクティブ教育は3つ

の段階を経て、発展していった。

（1）課題の発見と関係者の合意形成

　第一の段階は、教育テーマとなる課題を発見

し、教育プログラムに関係するスポンサー（教育

の主催者やプロジェクトの管理者）、参加者（受

講者）、チューター（デ＝一ク大学の教授陣や銀

行内の専門家）カミ教育内容について合意すること

である。

　課題の発見や確認をするたあには、マネー

ジャーがグループ・ディスカヅションを通じて

ニーズを発見するなど、いくつかの方法が考えら

れる。最初の「スポークスマンの挑戦」では、

1998年5月に開催されたエグゼクティブ・カン

ファレンスのワークショヅプで、この最初のス

テージが始まった。

　次に、フ゜ログラムの主催者側（program

sponsor）と潜在的なニーズについて話し合わな

ければならない。ここでいう主催者とは、ドイツ

銀行の場合、トップの最高経営責任者プロイアで

ある。つまり、トヅプとの話し合いによって、教

育プログラムのターゲヅ5となるグループや、組

織内の戦略的な課題をどう定義するのかなど、

ニーズの範囲を決め、組織をどの程度変革してい

こうとするのかを決定することが重要である。

　話し合いの段階で、教育プログラム設計者は、

i　文脈からbusiness　divisionとGroup　Divisionは同じと思われる。
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教育の影響を受けるターゲットグループのメン

バーとインタビューを行なった。テーマ、問題、

学習の必要性や環境が焦点になった。この段階カミ

必要なのは以下のような理由による。

①教育プログラムの設計老が、組織やター

　ゲットとなるグループがどのようなものであ

　るかを感じ取るため。

②教育プnグラムを受け入れられやすくする

　ため。

③　教育プログラムを参加者に認知してもらっ

　て、信頼を高めるため。

④教育プログラムのフレームワークの中でプ

　ロジェクトを実効性あるものにするため。

　このようなエグゼクティブ教育の試みは初めて

だったので、最高経営責任者のプロイアには、教

育カミ成功するかどうかというリスクがあったが、

彼は非常に積極的にこのプログラムに取り組ん
だ。

　プロイアは、非常にオープンな態度で、設計者

チームと定期的に会合した。ドイツ銀行を最良の

ものにするために、伝統的でないやり方も歓迎し

た。プロイアは、教育プログラムのスポンサーで

あるばかりでなく、教育で取り組む4つのプロ

ジェクトのスポンサーにもなった。

　話し合いの過程で、基本的な設計、予算、タイ

ムスケジュールや参加者が決定されていった。プ

ログラムの設計者は、プロイアや取締役会のメン

バーに対して人選上の注文をつけた。つまり、各

部門で業績の優れた人物で、潜在能力の高い者を

抜擢するように依頼したのである。

　次に、デューク大学の教授陣とプログラムの詳

細がつめられた。ドイツ銀行の業務、戦略的な

ニーズ、組織文化、参加者のレベルなどの背景に

ついて時間をかけてブリーフィングカミなされた。

　この段階で、個人的なキャリアプランを提示し

て、参加者の理解を得ることも重要である。参加

者に期待されていることや責任範囲など、教育が

もたらす結果について、上司、同僚、部下など

360度の方向にフィードバックされることを確認

する必要がある。

（2）プログラムの実施と学習

　第二の段階は、教育プログラムの実施と学習で

ある。

　教育プログラムは、①個人の向上、②プロジェ

クトの運営、③関連する理論やモデルの評価、と

いう3つのアクションからなっている。

　また、グループ参加者全員による全体会合、ア

クション・ラーニングの行事、バーチャル環境に

よる学習が取り入れられるのが普通である。

　参加者は、教授陣や銀行内の専門家の個人指導

を受ける。こうした指導は、バーチャルな学習プ

ラヅトフォームを活用して行なわれる。教授陣

は、世界中に散らばっている参加者のブリッジ役

として、議論の発散を防いだり、理論的な枠組み

や、外部の参考資料、ベストプラクテaスなどを

与える。プロイアへの最終報告を作成するときに

は、重要なポイントを指摘したり、非現実的な提

案にならないようにサジェスチョンを与える。エ

グゼクテaブは皆忙しいので、問題を表面的に捉

えて、安易な解決策を提案しようとするが、教授

陣などが、本質を見据えるように指導していく。

　参加者は、銀行内や大学の資料、外部や図書館

やインターネットの情報を活用して自主的に学習

するが、未成熟で単純な解決方法や行き過ぎた方

向に向かわないように参加者同士が相互にチェッ

クしあう。銀行内の専門家やデューク大学の教授

陣が相互教授を批判的に見て、参加者が、経営者

的視点や、チームメンバーの視点、個人の視点を

それぞれ失わないように指導する。

　参加者は、相互教授に加えて、プロジェクト・

スポンサーと定期的にコンタクトして、フィード

バックを行なわなければならない。各プロジェク

トには、プロジェクト・スポンサーがいる。プロ

ジェクト・スポンサーは、参加者をチーム別に分

け、進捗状況について報告を要求し、指示や支援

を行なう。プロジェクト・スポンサーは、多くの

場合、トップマネジメントであるから、この教育

プログラムは、トップマネジメントにも教育の機

会を提供していることになる。

　チームは、プロジェクト・スポンサーにプロ

ジェクトに関するプレゼンテーションをし、最終

報告書（project　proposal）を提出するカミ、重要な

ことは、コンサルタントのチームのように活動す
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ることである。最終報告書は、コンサルタントが

提出するのと同じように、問題の分析から実施計

画、費用や資源の見積もりなど、あらゆる要素を

そなえてなければならない。

　こうしたプロジェクト・スポンサーへのフa一

ドバック自体がエグゼクティブ教育になってい

る。提案内容ばかりでなく、プレゼンテーション

技法やトップマネジメントへの影響力、政治的な

技術など、将来、重役として必要なものすべてが

含まれているからである。

（3）教育のフォロー

　第三の段階は、教育成果をどのように評価し、

扱うかである。

　プロジェクトで提案されたことは、その範囲や

質、プロジェクト・スポンサーの決意、他部門や

他のプロジェクトとの責任関係にも左右される

が、実際に実行される。実現できるものは、教育

参加者の不満カミ残らないように、すみやかに実行

の移すべきである。

　ここでもトップの決断が重要である。ブPイア

は、「スポークスマンの挑戦」から生まれた提案

を重視して、同僚の取締役会メンバーに、最終報

告結果を実際に実行するように求めた。

　最終報告内容は、ドイツ銀行ユニバーシティに

あるバーチャル・ライブラリーに保管され、同僚

や他のプロジェクト・メソバーが閲覧できるよう

にされている。これは、異なるプロジェクトで学

習したもの同士が学びあえるチャンスを提供する

ばかりでなく、次の教育を受けるメンバーに大変

参考になっている。

　最初のエグゼクティブ教育の卒業生は、学んだ

ことを伝えるという意味で、学習者から教育者

へ、その役割を変えていくことになる。たとえ

ば、教育の過程で学んだ用語や語彙は、次の学習

者や職場に伝えられ、共有されていく。

　また、卒業者は、教育終了後も同じプロジェク

トの仲間（チーム）と継続的にコンタクトを続け

て、提案内容の実施にむけて努力したり、イン

フォーマルなワークショップを開いたりしてい
る40。

　教育の最大の成果は、参加者カミ戦略的な課題に

取り組み、複雑な問題を解決する自信を得たこと

である。これが、日常業務の遂行にあたってエグ

ゼクティブとしての能力を高めていることはいう

までもない。

（4）エグゼクティブ教育の構造

　ドイツ銀行におけるエグゼクティブ教育の構造

は図表8のように示される。

図表8　教育プログラムの構造

イベント2

分担学習

イベント4

分担学習

学習に関するスポンサー、参加者

　チューター間の合意形成

360度方式

イベント1

自己啓発 プロジェクト

@開始

Cベント3

⇔
理論毛デル

プロジェクト

@実施
⇔

イベント5

出典：Moehrle＆Maffucci　p．26．

　この教育課程では、3つか、5つ、あるいはそ

れ以上のイベソトが用意されており、自己啓発

（persona1　development）、プロジェクト・ワーク

（project　work）、プロジェクトに関連した理論や

モデルの教授や紹介が含まれている。

　ここでは、3つの異なった学習が期待されている。

①個人的な学習

②チームの士気高揚

③スポンサーに対する提案

　このプログラムは、約6ヶ月かけて行なわれ

る。当然のことながら、最高経営責任者であるプ

ロイアがプロジェクF・チームと討議するなど深

く関与しているために、彼のスケジュールによっ

てイベントの開催期間や開催地は変更されるが、

標準的なスケジュールは図表9の通りである。

　最終的なプレゼンテーションは、全世界から

200－300名のシニア・ーマネージャーが集まるエグ

ゼクティブ・カンファレンス（イベント5）で行

なわれる。シニア・マネージャーたちは、発表さ
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図表9　スポークスマンの挑戦（標準的なスケジュール）

時　期 期　間 プロジェクトを通じた学習 リーダーシップ向上のための活動

イベント1 5日間 ・プロジェクトの紹介

10月下旬 ・課題に関する討議

・チームとプロジェク．トの割当 ・自己啓発の計画

・エグゼクティブ教育

・プロジェクトの行動計画

・バーチャル学習プラットフォームの

紹介

6－8週間 分担学習と協力 ・360度方式のリーダーシップ評価

イベント2 3日間 ・エグゼクティブ教育一経営理論 ・360度方式の評価のフィードバック

12月上旬 ・プロジェクト・チームの会合 ・各自のリーダーシップ能力開発計画

・参加者だけの中間プレゼンテーショ ・エグゼクティブによるコーチング

ン ・チーム形成／ネットワーク形成活動

6－8週間 分担学習と協力

イベント3 2日間 ・エグゼクティブ教育一経営実践

1月下旬 ・CEOへのプレゼンテーション ・エグゼクティブによるコーチング

進歩や発見をCEOと討議

6－8週間 分担学習と協力

イベント4 1日間 ・最終討議のためのプロジェクト・チ

3月下旬 一ムの会合

・CEOへの提案

イベント5 1日間 ・エグゼクティブ・カンファレンスへ

4月下旬 の提案

・シニア・マネージャーの提案検討

・優勝チームの決定

出典：CLC（2002－1）p．2．

れたプnジェクト・チームの提案内容の実現に向

けて、実行の可能性を検討する。最後に最高経営

責任者が優勝チームを表彰する。

4．その後の進展

　ドイツ銀行のエグゼクティブ教育は、現実の

テーマと取り組みながら、その後も発展していっ

た。その過程を振り返ってみたい。

（1）　4っの挑戦

　この種のエグゼクティブ教育は初めての試みで

あったため、難しい戦略的課題と何ヶ月も取り組

まなければならず、最初は「時間の無駄」だと考

えた参加者もいた。しかし、ブロイアが、最初か

らオープンな態度で提案に期待したので、参加者

は熱心に課題に向き合った。彼は、個人的に参加

者に助言を求め、以下のような質問をぶつけた。

これが、「スポークスマンの挑戦」に与えられた
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「4つの挑戦」であった。

①真にグローバル企業の組織文化はどうある

　べきか。そのために、ドイツ銀行はどのよう

　な改善をすべきか。

②成功する組織はどのようなマトリックスを

　もっているべきか。そのために、ドイツ銀行

　はどのような機構改革をすべきか。

③　ドイツ銀行がもっと革新的で企業家精神を

　もつにはどのようにしたらよいか。

④ビジネスを成功に導くために重要な資産で

　あるナレッジ（知識）をどのようにマネージ

　したらよいか。

　さらに、プロイアは、参加者に対して、ドイツ

銀行のミッション（mission）とコア・バリュー

（core　value）に関するステートメントを作るよ

うに要請したのである。

　そして、これら4つの挑戦にしたカミって、4つ

のプロジェクト・チームが編成され、プロイア自

身カミ約6週間に一回の割合で、プロジェクト・メ

ンバーのフィードバックを担当したのである。

（2）バンカース・トラストの買収と成果の報告

　エグゼクティブ教育が始まって数週間後に、ド

イツ銀行はバンカース・トラストの買収を発表し

た。エグゼクティブ教育の参加者たちは、それぞ

れの部門で、バンカース・トラストとの統合に伴

う案件をかかえ、日常業務の量カミ増大した。統合

の期限カミ、プロジェクFの発表が予定されている

ブラヅセルのエグゼクティブ・カンファレンスと

重なって、教育からの離脱を考えた参加者もい

た。

　しかし、ブPイアは、エグゼクティブ教育の課

題はバンカース・トラストの買収に匹敵するほど

重要だとして、受講者たちに教育の継続を求め

た。ドイツ銀行のミッションやコア・バリューに

関するステートメント作りが、異なる文化をもつ

二つの組織が合併するという事態に必要だったこ

ともある。

　参加者の希望もあって、成果はまず1999年3月

の取締役会に報告され、翌4月にブラッセルで開

かれたエグゼクティブ・カンファレンスに提示さ
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れた。プレゼンテーションは聴衆が立ち上がって

拍手をするほど大変好評で、プロイアは「スポー

クスマンの挑戦のおかげでドイツ銀行には新しい

チームスピリットが生まれた」と述べた41。

　エグゼクテaブ教育のエクストラ・ワーク

ショップで検討されたミッション・ステートメン

トとコア・バリェー・ステートメントは、新しい

グローバル・キャンペーンである「Leading　to

Result（成果に繋げる）」に生かされている。

（3）スポークスマンの挑戦2000年版

　第一回の成功を受けて、第二回目のエグゼク

ティブ教育プログラム「スポークスマンの挑戦

2000年版」カミ始まった。プログラムは1999年12月

にフランクフルトで立ち上げられ、同じようにさ

まざまな部署から選ばれた20名の参加者は、2000

年2月初旬にデェーク大学で会い、2000年6月に

ベルリンで開かれるエグゼクテaブ・カンファレ

ンスでプレゼソテーションを行なうことになって

いるe。

　今回、「スポークスマンの挑戦2000年版」に与

えられた「4つの挑戦」は以下の通り、価値の創

造に関する課題であった。

①部門間のシナジー効果を生み出して価値を

　創造するにはどうすればよいか。つまり、ど

　のようにしたら複合企業体のデメリットをメ

　リットに転換していけるか。

②コストをうまく管理して価値を創造するに

　はどうすればよいか。

③後ろ向き（reactive）ではなく前向き（pro－

　active）に仕事をして価値を創造するにはど

　うしたらよいか。

④将来の買収を通じて価値創造的な意思決定

　をし、自らの経験や買収先の経験から学ぶた

　めにはどうしたらよいか。

④　エグゼクティブ教育の効果

　エグゼクティブ教育の成果は、さまざまな形で

ドイツ銀行の組織文化を変革しつつある。

　第一は、教育に参加したシニア・マネージャー

たちだけではなく、全組織の教育プログラムにょ

い影響を与えたことである。プロイアのエグゼク
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ティブ教育に対する熱心さのお陰で、全てのレベ

ルで教育の重要性が見直された。

　たとえば、法人顧客および不動産部門（Corpo－

rate　and　Real　Estate　division）は、新しいラーニ

ング・アカデミー（Learning　Academy）で取引

と支払い業務に関するサービスのための教育プロ

グラムを計画している。同部門長は「エグゼク

ティブ教育のおかげで、教育における企業家的思

考や組織開発や戦略的責任の重要性が認識され

た」と述べているca。

　グローバル・テクノロジー＆サービス業務部門

（GTS：Global　Technology　and　Services）の若い

エグゼクティブやプロジェクト・マネージャー向

けの教育、学習変革への関与のプログラム
　（1、CPI：Learning　Change　and　Process　Inte卜

vention）も、個人的な技術の向上のみならず、世

界に分散したチームをリードする能力を養成する

ものである。このLCPIは、スポークスマンの挑

戦と同様、2年目を迎えたカミ、その提案内容は、

同じように高く評価されている。

　第二は、参加者たちカミ部門や仕事の枠組みを超

えて交流し、タコツボ（silo）から抜け出して他部

門の仕事を理解し、広い視野を獲得することがで

きた越ことである。

　ある参加者は「通常会えないトップとコンタク

トをとることができただけでなく、異なる部門の

人々と話し合う中で、思ったより共通点カミ多いこ

とに気づいた」と述べている45。

　業務だけでは知り合うことのできなった人々

と、教育を通じて共通の体験をしたことは大きな

意義がある。通常の教育プログラムは、個人の能

力向上をめざすことが多いが、ドイツ銀行におけ

る「スポークスマンの挑戦」は、個人の問題解決

能力だけではなく、チームとしての問題解決能力

を高める結果になったのである。

　第三は、教育がコストを削減さぜ、効率よい組

織体制を作る役割を果たしたとい．うことである。

相互に仕事を知ることカミでき、ネットワークが形

成され、協力体制が整ったことで業務の効率化が

はかられたのである。

　機関投資家向国際金融事業部門（GCI：Global

Corporates　and　Institutions）では、　e－GCIとい

う部署がEコマースを活用した金融商品Eプロダ

クトを開発しているが、同部門の教育担当マネー

ジャーによれば、教育プログラムで得られたノウ

ハウが商品開発に活用されているという46。

　第四に、能力も士気も高いグローバルなマネジ

メント・チームが形成されたということである。

スポークスマンの挑戦の参加者が、プレゼンテー

ションを終えたときに沸き起こった拍手と感動

は、ドイツ銀行のマネージャーたちに一体感を感

じさせるものだった。教育のおかげで、国籍や宗

教や文化を超えて、株主の価値を増大するという

共通のゴールにむかって団結力を高めることもで

きた。

　もちろん、他の教育プログラムでも同様だが、

教育の効果について数量的に示すことは難しい。

ドイツ銀行の「スポークスマンの挑戦」の場合、

アドバイザーへの支払い、資料代、交通費など

「スポークスマンの挑戦」に必要な外部費用は年

間約60万ドルをいわれているカミ、この数字には、

行内の支援スタッフの費用などオーバーヘッドコ

ストは含まれていない47。「スポークスマンの挑

戦」のプログラム・マネージャーであり、本論カミ

参考にした論文の著者であるMichael　Maffucci氏

は、もし、中間管理職向けの教育であれば、効果

は計算可能かもしれないが、エグゼクティブ向け

の教育であるために評価は難しいと述べているas。

ただし、「スポークスマンの挑戦」を終了した者

のうち18名が最上級職（seniormost　ranks）に昇

格しているという49事実が、教育効果の一つを示

しているといえよう。

最後に

　ドイツ銀行（Deutsche　Bank）のコーポレー

ト・ユニバーシティに対する取り組みは、日本企

業にとって少なくとも3つの点で参考になる。

　第一は、ドイツ銀行カミもともと非アメリカ圏の

企業であったという点である。第二は、同銀行が

急速にIT革命に適応してグローバルな企業とし

て成長している点である。第三は、そのために伝

統的で同一的（homogeneous）な組織風土を改革

してグローバルな教育と人材育成を模索している

という点である。

　さらに、コーポレート・エニバーシティを最近

になって立ち上げたという事実が参考になると考
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えられる。コーポレート・Zニバーシテaには、

ハンバーガー・ユニバーシテaやモトローラ・ユ

ニバーシティやディズニー・ユニバーシティのよ

うに、長い歴史をもつものも多いが、ドイツ銀行

の事例は、これからコーポレート・ユニバーシ

ティを立ち上げ、それを活用していこうという日

本企業に有益な情報を提供してくれると思われ

る。

　また、ドイツ銀行の事例は、企業以外でも参考

になる。新しい国際競争に打ち勝つために「構造

改革」を急ぐわが国の政府・行政にとっても興味

深い事例となるかもしれない。現在、世界で起き

ていることは、民主主義の仕組みをはじめとする

近代国家の枠組みとは何かを再度考えさせる機会

を与えている。テロも麻薬も略奪も、国民の意識

が変わらなければなくならない。教育の重要性を

考えさせられることである。

　わが国においても、教育改革が叫ばれて久し

い。大学改革も産学協同の実も見えないのは、大

学も企業もそれぞれの枠組みの中からだけ教育を

見据えているからではないだろうか。企業は、自

らコーポレート・ユニバーシティを設立し、トッ

プの責任と強いリーダーシップで教育改革に臨む

時代になったのかも知れない。

　筆者は、今後も「コーポレート・ユニバーシ

ティ」という、日本では新しい教育概念を追求

し、より多くの事例を検討しなカミら、新たな教育

のあり方を模索していきたい。　　　　（了）。

〔注〕

1井原・鶴岡（2001一紀要23－1）

2Meister（1998）p．29．およぶp．267．

3Meister（1998）p．123．

4Meister（1998）p．123．（原典はRifkin，　Glenn，“The

　Loneliness　of　the　Lay－・Off　Survivor，”New　York

　Times，　January　3，1993，　Business　Section，　p．1．）

5日経ビジネス2001年7月2日p．35．

6Meister（1998）p．70．

7井原（1996一紀要18－1）井原（1996一紀要18－2）など

8井原（1997一社会経済学会）井原・小方（2001）など

9ユーロマネー誌、2000年9月号Euromoney　Global

　Financing　Guide

loユーロマネー誌、2000年1月号Highlights　from　the

　Poll　of　Polls

11ユーロマネー誌、2000年7月号Euromoney　Awards
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12Moehrle＆Maffucci　p．6．

13　Moehrle＆Maffucci　p．7．

14　Moehrle＆Maffucci　p．7．

15Moehrle＆Maffucci　p．10．

16Moehrle＆Maffucci　p．11．

17Moehrle＆Maffucci　p．7．

18Moehrle＆Maffucci　p．8．

19Moehrle＆Maffucci　p．8．

20　Moehrle＆Maffucci　p．iO．

21Moehrle＆Maffucci　p．10．

22Moehrle＆Maffucci　p．8．

23Moehrle＆Maffucci　p．9．

24Moehrle＆Maffucci　p．10．

25Moehrle＆Maffucci　p．11．

26　Moehrle＆Maffucci　p．1．

27　Moehrle＆Maffucci　p．22．

28Moehrle＆Maffucci　pJ4．

29Moehrle＆Maffucci　p．16．

30　Mbehrle＆Maffucci　p．29．

31Moehrle＆Maffucci　p．29．のFigure　6．から筆者が推
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32Moehr！e＆Maffucci　p．17．

33Moehrle＆Maffucci　pJ7．

34Moehrle＆Maffucci　p．17．
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36　Moehrle＆Maffucci　p．19．

37　Moehrle＆Maffucci　p．20．

38Moehrle＆Maffucci　p．2e．

39　Moehrle＆Maffucci　p．19．参加者は、　Vorstandとよ

　ばれる部門の経営者機関が選出した30－35名の候補

　者から最高経営責任者のプロイアが20名を選び、プ

　ロイア自身が参加者に対して直接招請状を送付す

　る。参加者は業務との関係で不参加を申し出ること

　ができ、それによってできた欠員は残りの10－15名

　から選ばれる。不参加を申し出た者も次回以降の候

　補者に選ばれることができる。CLC（2002－1）p．3．

40　Moehrie＆Maffucci　p．25．

41　Moehrle＆Maffucci　p．31．

42Moehrle＆Maffucci　p．3L

43Moehrle＆Maffucci　p．33．

44　Moehrle＆Maffucci　p．33．

45Moehrle＆Maffucci　p．35．

46Moehrle＆Maffucci　p．36．

47CLC（2002－1）p．5．

48CLC（2002－1）p．6．

49CLC（2002－1）p．1．
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